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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　吸収体及び該吸収体の肌対向面側に配された表面シートを具備し、該吸収体が、パルプ
繊維を含む吸収性材料を含有する吸収性コアと、該吸収性コアの少なくとも肌対向面を被
覆するコアラップシートとを含んで構成されている吸収性物品であって、
　前記コアラップシートは、第１層とこれに重層する第２層とを具備し、該第１層は、該
第２層に比して前記表面シートから近い位置に存しており、
　前記表面シートの下記方法で測定される液透過時間Ｔ１、前記第１層の該液透過時間Ｔ
２、前記第２層の該液透過時間Ｔ３、前記吸収性コアの該液透過時間Ｔ４が、Ｔ３＞Ｔ４
＞Ｔ１≧Ｔ２の関係にある吸収性物品。
＜液透過時間の測定方法＞
　上下端が開口している内径３５ｍｍの２本の円筒を、両円筒の軸を一致させて上下に配
し、８ｃｍ四方の測定サンプルを上下の円筒間に挟み込み、その状態で、上側の円筒内に
生理食塩水を４０ｇ±１ｇ供給する。供給された生理食塩水は、測定サンプルを透過する
か又は測定サンプルに吸収されて上側の円筒内からなくなる。生理食塩水の供給開始時か
ら、生理食塩水の水面が測定サンプルの表面と同位置になるまでの時間を測定し、その時
間を液透過時間とする。
【請求項２】
　前記表面シートと前記吸収体との間に液透過性シートが配されており、該液透過性シー
トの前記液透過時間をＴ５とした場合、Ｔ３＞Ｔ４＞Ｔ１≧Ｔ５≧Ｔ２の関係にある請求
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項１記載の吸収性物品。
【請求項３】
　前記第１層は、繊維粗度０．３０ｍｇ／ｍ以上の親水性嵩高繊維とパルプ繊維とを含有
し、前記第２層は、繊維粗度０．１０～０．２０ｍｇ／ｍの特定パルプ繊維を含有する請
求項１又は２記載の吸収性物品。
【請求項４】
　前記表面シートは、着用者の肌側に向けて突出する凸部と該凸部に隣接する凹部とをそ
れぞれ多数有している請求項１～３の何れか一項に記載の吸収性物品。
【請求項５】
　前記吸収性コアは、前記吸収性材料が相対的に多い高坪量部と、前記吸収性材料が相対
的に少ない低坪量部とを有し、該高坪量部と該低坪量部とが、所定方向に交互に形成され
ている請求項１～４の何れか一項に記載の吸収性物品。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、使い捨ておむつや生理用ナプキン等の吸収性物品に関する。
【背景技術】
【０００２】
　この種の吸収性物品として、肌対向面を形成する液透過性の表面シート、非肌対向面を
形成する液不透過性の裏面シート及びこれら両シート間に配置された吸収体を具備し、該
吸収体が、木材パルプや吸水性ポリマー等の吸収性材料を含む吸収性コアと、該吸収性コ
アを被覆するコアラップシートとを含んで構成されているものが知られている。コアラッ
プシートは、吸収体の製造時には吸収性材料を受けるためのシートとして働き、製造後に
は吸収性コアを包んで形状化する役割等を果たす。コアラップシートとしては、従来、薄
葉紙、吸収紙、不織布等の透水性シートが用いられている。
【０００３】
　前記構成を有する吸収性物品に関し、特許文献１には、表面シートと吸収要素（吸収体
）との間に排泄液を透過する透過シートを具備し、表面シートの軟便透過速度Ｓ１、透過
シートの軟便透過速度Ｓ２、吸収要素の表層の軟便透過速度Ｓ３が、Ｓ１＞Ｓ２＞Ｓ３の
関係にある吸収性物品が記載されており、着用者の肌側に近い構成部材ほど軟便透過速度
が速くなる軟便透過速度勾配を吸収性物品に付与することが記載されている。前記吸収要
素の表層に関し、特許文献１には、吸収性コア及びコアラップシートとは別体のプラスチ
ック製の孔開きシートからなる表層シートを用いることが記載されている。特許文献１に
記載の吸収性物品によれば、前記軟便透過速度勾配により、軟便を速やかに肌から遠ざけ
ると共に、肌から遠い位置に確実に収容保持することができるとされている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００４】
【特許文献１】特開２００６－１４１６４７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　従来の吸収性物品は、大量の排泄液を吸収し得る十分な吸収容量を持った吸収体を具備
しているものの、液透過性及び液拡散性が十分とは言えず、そのため、使用時には吸収体
の一部しか排泄液の吸収保持に寄与していない場合があった。尿等の排泄液に対し、吸収
体を効率良く利用してこれを吸収保持でき、液戻り等のトラブルを生じ難い吸収性物品は
未だ提供されていない。
【０００６】
　従って本発明の課題は、液透過性及び液拡散性に優れ、吸収体の利用効率が高い吸収性
物品を提供することにある。
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【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者らは、吸収体の利用効率を高めるべく、吸収性物品の構成部材のうち、吸収性
コアを含んでこれよりも着用者の肌側に位置する肌側構成部材について種々検討した結果
、表面シートと吸収性コアとの間に配されるコアラップシートを、液体が最初に接触する
（表面シート側に配される）第１層とこれに重層する（吸収性コア側に配される）第２層
とから構成し、且つ前記肌側構成部材それぞれの液透過時間に着目したときに、該第１層
が液透過速度が最も速く、該第２層が液透過時間が最も遅くなるように調整することによ
り、コアラップシート全体の液透過性及び液拡散性が向上し、それによって吸収体の利用
効率が高まることを知見した。
【０００８】
　本発明は、前記知見に基づきなされたもので、吸収体及び該吸収体の肌対向面側に配さ
れた表面シートを具備し、該吸収体が、吸収性材料を含有する吸収性コアと、該吸収性コ
アの少なくとも肌対向面を被覆するコアラップシートとを含んで構成されている吸収性物
品であって、前記コアラップシートは、第１層とこれに重層する第２層とを具備し、該第
１層は、該第２層に比して前記表面シートから近い位置に存しており、前記表面シートの
下記方法で測定される液透過時間Ｔ１、前記第１層の該液透過時間Ｔ２、前記第２層の該
液透過時間Ｔ３、前記吸収性コアの該液透過時間Ｔ４が、Ｔ３＞Ｔ４＞Ｔ１≧Ｔ２の関係
にある吸収性物品を提供することにより、前記課題を解決したものである。
＜液透過時間の測定方法＞
　上下端が開口している内径３５ｍｍの２本の円筒を、両円筒の軸を一致させて上下に配
し、８ｃｍ四方の測定サンプルを上下の円筒間に挟み込み、その状態で、上側の円筒内に
生理食塩水を４０ｇ±１ｇ供給する。供給された生理食塩水は、測定サンプルを透過する
か又は測定サンプルに吸収されて上側の円筒内からなくなる。生理食塩水の供給開始時か
ら、生理食塩水の水面が測定サンプルの表面と同位置になるまでの時間を測定し、その時
間を液透過時間とする。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明によれば、液透過性及び液拡散性に優れ、吸収体の利用効率が高い吸収性物品が
提供される。
【図面の簡単な説明】
【００１０】
【図１】図１は、本発明の吸収性物品の一実施形態である使い捨ておむつを示す図であり
、各部の弾性部材を伸張させて平面状に拡げた状態を模式的に示す肌対向面側（表面シー
ト側）の平面図である。
【図２】図２は、図１のＩ－Ｉ線断面（幅方向の断面）を模式的に示す断面図である。
【図３】図３は、図２の一部（コアラップシート及びその近傍）を拡大して模式的に示す
断面図である。
【図４】図４は、液透過時間の測定方法の説明図である。
【図５】図５は、本発明の吸収性物品の他の実施形態の図２相当図である。
【図６】図６は、本発明に係る表面シートの他の実施形態の一部を拡大して模式的に示す
斜視図である。
【図７】図７は、図６に示す表面シートを備えた本発明の吸収性物品の幅方向の断面を模
式的に示す断面図である。
【図８】図８（ａ）は、本発明に係る吸収性コアの他の実施形態を示す斜視図、図８（ｂ
）は、図８（ａ）のＩＩＩ－ＩＩＩ線断面（幅方向の断面）を模式的に示す断面図である
。
【図９】図９は、本発明に係る吸収体の他の実施形態を模式的に示す断面図である。
【発明を実施するための形態】
【００１１】
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　以下、本発明の吸収性物品について、その好ましい一実施形態である使い捨ておむつに
基づき図面を参照しながら説明する。本実施形態のおむつ１は、いわゆる展開型の使い捨
ておむつであり、図１及び図２に示すように、吸収体４及び吸収体４の肌対向面側に配さ
れた表面シート２を具備し、吸収体４が、吸収性材料を含有する吸収性コア４０と、吸収
性コア４０の少なくとも肌対向面４０ａを被覆するコアラップシート５Ａとを含んで構成
されている。
【００１２】
　おむつ１について更に説明すると、おむつ１は、肌対向面を形成する液透過性の表面シ
ート２、非肌対向面を形成する液不透過性ないし撥水性（以下、これらを総称して液不透
過性という）の裏面シート３、及び両シート２，３間に配置された吸収体４を具備し、実
質的に縦長に形成されている。表面シート２、裏面シート３及び吸収体４は、何れも、一
方向Ｘに長い縦長の形状を有している。表面シート２及び裏面シート３は、それぞれ、吸
収体４よりも大きな寸法を有し、吸収体４の周縁から外方に延出している。表面シート２
は、図２に示すように、その幅方向Ｙの寸法が、裏面シート３の幅方向Ｙの寸法よりも小
さくなっている。
【００１３】
　おむつ１は、図１に示すように、長手方向Ｘに、着用時に着用者の背側に配される背側
部Ａと、着用時に着用者の腹側に配される腹側部Ｂと、着用時に着用者の股下の配される
股下部Ｃとを有している。股下部Ｃは、着用時に着用者の排泄部に対向配置される排泄部
対向部を含んでおり、おむつ１の長手方向Ｘの中央部に位置している。おむつ１は、股下
部Ｃの両側縁が内向きの円弧状に湾曲しており、図１に示す如き平面視において、長手方
向Ｘの中央部が内方に括れた砂時計状の形状となっている。
【００１４】
　本明細書において、長手方向（図中のＸ方向）は、吸収性物品（おむつ１）又はその構
成部材（表面シート２、吸収性コア４０、コアラップシート５Ａ等）の長辺に沿う方向で
あり、幅方向（図中のＹ方向）は、該長手方向と直交する方向である。また、肌対向面は
、吸収性物品又はその構成部材における、吸収性物品の着用時に着用者の肌側に向けられ
る面であり、非肌対向面は、吸収性物品又はその構成部材における、吸収性物品の着用時
に肌側とは反対側（着衣側）に向けられる面である。
【００１５】
　吸収体４は、図１及び図２に示すように、吸収性コア４０とこれを被覆する２枚のコア
ラップシート５Ａ，５Ｂとを含んで構成されている。吸収性コア４０は、親水性繊維や吸
水性ポリマー等の吸収性材料を含有し、図１に示すように、一方向（おむつ１の長手方向
Ｘ）に長い薄板状を有し、長手方向中央部が括れている。
【００１６】
　図１及び図２に示すように、おむつ１の長手方向Ｘに沿う両側部それぞれには、一側縁
部に弾性部材６１が伸長状態で固定されているサイドシート６が配されており、着用時に
おける股下部Ｃには、一対の立体ギャザーが形成される。また、着用者の脚周りに配され
る左右のレッグ部には、弾性部材６２が長手方向Ｘに沿って配されており、着用時におけ
るレッグ部には、弾性部材６２の収縮により、一対のレッグギャザーが形成される。一対
のサイドシート６，６、表面シート２、吸収体４、弾性部材６１，６２及び裏面シート３
は、ホットメルト型接着剤等の公知の接合手段により適宜互いに接合されている。
【００１７】
　また、図１に示すように、おむつ１の背側部Ａの長手方向Ｘに沿う両側縁部には、一対
のファスニングテープ７，７が設けられている。ファスニングテープ７には、機械的面フ
ァスナーのオス部材からなる止着部７１が取り付けられている。また、おむつ１の腹側部
Ｂの非肌対向面には、機械的面ファスナーのメス部材からなる被止着領域８が形成されて
いる。被止着領域８は、裏面シート３の非肌対向面に、機械的面ファスナーのメス部材を
公知の接合手段（例えば、接着剤やヒートシール等）で接合固定して形成されており、フ
ァスニングテープ７の止着部７１を着脱自在に止着可能である。
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【００１８】
　吸収性コア４０と共に吸収体４を構成するコアラップシートについて説明すると、吸収
体４は、図２に示すように、吸収性コア４０の肌対向面４０ａを被覆するコアラップシー
ト５Ａと、吸収性コア４０の非肌対向面４０ｂ及び吸収性コア４０の長手方向Ｘに沿う両
側縁部４０ｓ、４０ｓを被覆するコアラップシート５Ｂとを含んでいる。両シート５Ａ，
５Ｂは、寸法（幅方向Ｙの長さ）のみが異なっており、組成等は同一である。コアラップ
シート５Ａは、吸収性コア４０の肌対向面４０ａの略全域を被覆している。コアラップシ
ート５Ｂは、吸収性コア４０の非肌対向面４０ｂの略全域を被覆し、且つ吸収性コア４０
の両側縁部４０ｓ，４０ｓから幅方向Ｙの外方に延出し、その延出部が、吸収性コア４０
の肌対向面４０ａに対向配置されたコアラップシート５Ａ上に巻き上げられ、該シート５
Ａの長手方向Ｘに沿う両側縁部を被覆している。コアラップシート５Ａと吸収性コア４０
との間、及びコアラップシート５Ｂと吸収性コア４０との間は、それぞれ、ホットメルト
型接着剤等の公知の接合手段により接合されていても良い。
【００１９】
　表面シート２と吸収性コア４０との間に配され、吸収性コア４０の肌対向面４０ａを被
覆するコアラップシート５Ａは、図３に示すように、第１層５１とこれに重層する第２層
５２とを具備している。第１層５１と第２層５２とは一体化している。第１層５１は、表
面シート２に隣接して配されており、第２層５２に比して表面シート２から近い位置に存
している。従って、おむつ１の着用時に尿等の体液が表面シート２に向けて排泄された場
合、コアラップシート５Ａにおいては第１層５１が最初にその体液（排泄液）と接するこ
とになる。
【００２０】
　本実施形態のおむつ１の主たる特長の１つとして、吸収性コア４０を含んでこれよりも
着用者の肌側に位置する肌側構成部材（表面シート２、コアラップシート５Ａの第１層５
１及び第２層５２並びに吸収性コア４０）に関し、表面シート２の下記方法で測定される
液透過時間Ｔ１、コアラップシート５Ａの第１層５１の液透過時間Ｔ２、コアラップシー
ト５Ａの第２層５２の液透過時間Ｔ３、吸収性コア４０の液透過時間Ｔ４が、Ｔ３＞Ｔ４
＞Ｔ１≧Ｔ２の関係にある点が挙げられる。液透過時間は、液透過速度の指標となるもの
で、液透過時間が短いほど液透過速度が速いとみなされ、液透過性に優れるとして高評価
となる。従って、おむつ１においては、前記肌側構成部材のうち、液透過時間Ｔ２が最も
短い第１層５１が最も液透過速度が速く、液透過時間Ｔ３が最も長い第２層５３が最も液
透過速度が遅くなっており、１枚のコアラップシート５Ａの中に、液透過速度が最も速い
部位（第１層５１）と液透過速度が最も遅い部位（第２層５２）とが存在し、両層５１，
５２が厚み方向に隣接している。また、表面シート２の液透過時間Ｔ１は、第１層５１の
液透過時間Ｔ２と同等かそれよりも長く且つ吸収性コア４０の液透過時間Ｔ４よりも短い
。従って、表面シート２の液透過速度は、第１層５１の液透過速度と同等かそれよりも遅
いが、吸収性コア４０の液透過速度よりは速い。
【００２１】
＜液透過時間の測定方法＞
　図４に示すように、上下端が開口している内径３５ｍｍの２本の円筒９１，９２を、両
円筒９１，９２の軸を一致させて上下に配し、８ｃｍ四方の測定サンプルＳを上下の円筒
９１，９２間に挟み込む。このとき、上側の円筒９１の下端及び下側の円筒９２の上端に
設けられた環状のフランジ部にクリップ９３を嵌合させ、上下の円筒９１，９２を連結さ
せることが好ましい。符号９４は、円筒９１，９２の内径と同径同形状の貫通孔を有する
ゴム製等のパッキンである。このように、上下の円筒９１，９２で測定サンプルＳを挟持
固定した状態で、上側の円筒９１内に、図４中符合Ｗで示す生理食塩水（塩化ナトリウム
濃度０．９質量％の水溶液）を４０ｇ±１ｇ供給する。供給された生理食塩水は、測定サ
ンプルＳを透過するか又は測定サンプルＳに吸収されて上側の円筒９１内からなくなる。
生理食塩水の供給開始時から、生理食塩水の水面が測定サンプルＳの表面（上側の円筒９
１側の面）と同位置になるまでの時間を測定し、その時間を液透過時間とする。
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【００２２】
　尚、コアラップシートの第１層、第２層それぞれについて単独で液透過時間を測定する
場合、コアラップシートから第１層、第２層を引き剥がし、それを測定サンプルとするが
、各層を引き剥がすことが困難な場合は、第１層、第２層に相当するシートを別途作製し
、その作製したシートを測定サンプルとする。別途作製するシートは、コアラップシート
における第１層又は第２層と同一組成とし、抄紙速度、プレスロール圧、タッチロール圧
、パルプスラリー濃度等の機械条件（抄紙条件）の他、厚み、密度、含水率、クレープ率
等のシート特性も可能なかぎり同一にする。
【００２３】
　おむつ１は、前記肌側構成部材（表面シート２、コアラップシート５Ａの第１層５１及
び第２層５２並びに吸収性コア４０）において、Ｔ３＞Ｔ４＞Ｔ１≧Ｔ２となる液透過速
度勾配を有していることにより、液透過性及び液拡散性に優れ、吸収体４の利用効率が高
いという特長を有する。これらの肌側構成部材のうち、吸収体４の利用効率の向上の点で
特に重要な役割を果たすのは、液透過速度が最も速い第１層５１と最も遅い第２層５２と
を備えるコアラップシート５Ａであり、第１層５１と第２層５２との斯かる液透過速度差
が、尿等の排泄液の面方向への拡散を促し、それによって吸収体４の利用効率が向上する
。即ち、コアラップシート５Ａにおいては、第１層５１と第２層５２との液透過速度差に
起因して、それらの界面又はその近傍（第１層５１における該界面の近傍）で尿等の排泄
液が面方向に拡散され、こうして拡散された排泄液は、第１層５１の毛管現象によって更
に面方向に拡散されつつ、第２層５２に向けて厚み方向に透過していく。第２層５２自体
も、第１層５１に比して液透過速度は遅いものの、良好な液透過性を有しているので、コ
アラップシート５Ａ全体として優れた液透過性及び液拡散性を発現し得る。
【００２４】
　このような液透過性及び液拡散性に優れるコアラップシート５Ａが、図３に示すように
、液透過速度が比較的速い表面シート２と液透過速度が比較的遅い吸収性コア４０との間
に配されていると、おむつ着用者の身体から股下部Ｃの前記排泄部対向部の表面シート２
に向けて尿等の排泄液が排泄された場合、その排泄液は、表面シート２の内部に素早く引
き込まれ、その内部を厚み方向に透過してコアラップシート５Ａの第１層５１に到達し、
第１層５１と第２層５２との界面又は第１層５１における該界面の近傍にて、面方向に拡
散される。こうして面方向に拡散された排泄液は、第２層５２を厚み方向に比較的遅い速
度で透過し、吸収性コア４０の肌対向面４０ａに到達してその内部に吸収保持される。こ
のように、おむつ１によれば、コアラップシート５Ａは、表面シート２から受け取った排
泄液を、前記排泄部対向部を中心として更に面方向に拡散させてから吸収性コア４０に送
るため、吸収性コア４０の肌対向面４０ａの広範な領域に排泄液を送ることが可能であり
、従って、吸収性コア４０の広範な領域に排泄液を吸収保持させることが可能であり、吸
収性コア４０（吸収体４）を効率良く利用することができる。
【００２５】
　このような液透過時間勾配（Ｔ３＞Ｔ４＞Ｔ１≧Ｔ２）による作用効果をより確実に奏
させるようにする観点から、第２層５２の液透過時間Ｔ３は、好ましくは４～１０秒、更
に好ましくは４～８秒であり、吸収性コア４０の液透過時間Ｔ４は、好ましくは３～８秒
、更に好ましくは３～５秒であり、表面シート２の液透過時間Ｔ１は、好ましくは０．１
～３秒、更に好ましくは０．５～２秒であり、第１層５１の液透過時間Ｔ２は、好ましく
は０．１～３秒、更に好ましくは０．５～２秒である。また、Ｔ３とＴ４との差（Ｔ３－
Ｔ４）は、好ましくは１～８秒、更に好ましくは１～３秒であり、Ｔ４とＴ１との差（Ｔ
４－Ｔ１）は、好ましくは０．５～５秒、更に好ましくは１～４秒であり、Ｔ１とＴ２と
の差（Ｔ１－Ｔ２）は、好ましくは０～２．５秒、更に好ましくは０～２秒である。
【００２６】
　おむつ１は、前記肌側構成部材として、表面シート２、コアラップシート５Ａ（第１層
５１、第２層５２）及び吸収性コア４０に加えて、更に別の部材を具備していても良い。
図５には、その一例として、表面シート２と吸収体４との間に液透過性シート９が配され
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た形態が示されている。液透過性シート９は、紙、不織布等からなる１枚のシートであり
、少なくとも前記排泄部対向部が存する股下部Ｃに配され、更に背側部Ａ及び／又は腹側
部Ｂに配されていても良い。液透過性シート９は、吸収体に吸収された液が表面シートに
戻る、いわゆる液戻りの低減に有効である。
【００２７】
　このように、おむつ１が液透過性シート９を具備している場合において、液透過性シー
ト９の前記液透過時間をＴ５とした場合、おむつ１は、吸収性コア４０を含んでこれより
も着用者の肌側に位置する構成部材において、Ｔ３＞Ｔ４＞Ｔ１≧Ｔ５≧Ｔ２となる液透
過速度勾配を有していることが、吸収体４（吸収性コア４０）の利用効率の向上の点で好
ましい。液透過性シート９が配されていても、コアラップシート５Ａが液透過速度が最も
速い第１層５１と最も遅い第２層５２とを備えている点は、液透過性シート９が配されて
いない場合と同じである。
【００２８】
　液透過性シート９の液透過時間Ｔ５は、好ましくは０．１～３秒、更に好ましくは０．
５～２秒である。また、Ｔ１とＴ５との差（Ｔ１－Ｔ５）は、好ましくは０～２．５秒、
更に好ましくは０～２秒であり、Ｔ５とＴ２との差（Ｔ５－Ｔ２）は、好ましくは０．５
～２秒、更に好ましくは０～２秒である。他の液透過時間に関しては、液透過性シート９
を具備していない場合と同じである。
【００２９】
　前述した液透過速度勾配（Ｔ３＞Ｔ４＞Ｔ１≧Ｔ２、あるいはＴ３＞Ｔ４＞Ｔ１≧Ｔ５
≧Ｔ２）をおむつ１に付与する上で最も重要なのは、コアラップシート５Ａとして適切な
ものを選択することである。前記肌側構成部材〔表面シート２、液透過性シート９、コア
ラップシート５Ａ（第１層５１、第２層５２）及び吸収性コア４０〕のうち、コアラップ
シート５Ａ以外の他の構成部材として、当該技術分野において従来用いられているものを
用いても、コアラップシート５Ａとして適切なものを選択すれば、前述した液透過速度勾
配をおむつ１に付与することは可能である。以下、本発明で好ましく用いられる前記肌側
構成部材について、コアラップシート５Ａから順に説明する。尚、前述したように、コア
ラップシート５Ｂは、コアラップシート５Ａと寸法のみが異なっており、コアラップシー
ト５Ｂとしては、コアラップシート５Ａと同じものを用いることができる。その場合、コ
アラップシート５Ｂは、その第１層５１が第２層５２に比して吸収性コア４０から近い位
置に存するように配されても良く、それとは逆に配されても良い。
【００３０】
〔コアラップシート〕
　コアラップシート５Ａとしては、最初に液体に接する第１層（おむつ１においては第１
層５１）及びこれに重層する第２層（おむつ１においては第２層５２）を具備する２層構
造のコアラップシートにおいて、第１層が第２層に比して液透過性の高いものが好ましく
用いられ、その一例として、第１層が第２層に比して嵩高なものが挙げられる。斯かるコ
アラップシートにおいて、第１層と第２層とは一体化している。第１層及び第２層として
は、それぞれ、紙（例えば湿式抄紙により得られた紙）、不織布等が挙げられ、これらの
素材を適宜組み合わせることができる。コアラップシートにおいて、第１層及び第２層共
に紙であっても良く、あるいは両層共に不織布であっても良く、あるいは第１層が紙、第
２層が不織布であっても良く、あるいは第１層が不織布、第２層が紙であっても良い。
【００３１】
　コアラップシートの第１層又は第２層を形成する紙としては、例えば、針葉樹晒クラフ
トパルプ（ＮＢＫＰ）、広葉樹晒クラフトパルプ（ＬＢＫＰ）、針葉樹晒サルファイトパ
ルプ（ＮＢＳＰ）、サーモメカニカルパルプ（ＴＭＰ）等の木材パルプ、楮、三椏、雁皮
等の靱皮繊維、藁、竹、ケナフ、麻等の非木材パルプ等の汎用パルプ繊維を含む紙（普通
紙）の他に、特殊紙として、レーヨンを含むレーヨン紙；セルロース繊維等をアルカリ処
理し、繊維断面を膨潤増大させたマーセル化パルプを含むマーセル化パルプ紙；ポリビニ
ルアルコール繊維、ポリアクリロニトリル繊維、ポリエチレン繊維、ポリプロピレン繊維



(8) JP 6080246 B2 2017.2.15

10

20

30

40

50

、ポリエステル繊維等の合成繊維を含む合成繊維紙；アセテート、リヨセル、テンセル、
キュプラ等の再生セルロース繊維を含む再生セルロース繊維紙等が挙げられる。これらの
特殊紙は、それぞれ、レーヨン、マーセル化パルプ、合成繊維、再生セルロース繊維等の
特定繊維に加えて他の繊維を含んでいても良く、該他の繊維としては、例えば前記汎用パ
ルプ繊維が挙げられる。他の繊維の含有率は、特殊紙中、好ましくは８０質量％以下、更
に好ましくは５～５０質量％である。
【００３２】
　また、コアラップシートの第１層又は第２層を形成する不織布としては、例えば、スパ
ンボンド不織布、エアスルー不織布、スパンボンド－メルトブローン不織布、エアレイド
不織布、スパンレース不織布、ニードルパンチ不織布等が挙げられる。これらの不織布に
は、界面活性剤等の親水化剤を用いた親水化処理が施されていても良い。
【００３３】
　第１層及び第２層からなる２層構造のコアラップシートにおいて、第１層及び第２層の
一方を紙、他方を不織布とする場合、紙としては、例えば、レーヨン、嵩高性セルロース
繊維（例えば、ＨＢＡとして知られている化学的に架橋されたセルロース繊維）、マーセ
ル化パルプ等の、嵩高い繊維を混抄した紙を用いることができ、また不織布としては、例
えば、スパンボンド不織布、スパンボンド－メルトブローン－スパンボンド（ＳＭＳ）不
織布、スパンボンド－メルトブローン－メルトブローン－スパンボンド（ＳＭＭＳ）不織
布、エアスルー不織布、スパンレース不織布等を用いることができる。但し、本発明では
上述した以外の紙や不織布も使用可能である。紙と不織布との組み合わせからコアラップ
シートを構成する場合、相対的に液透過性が高い方（相対的に嵩高な方）を、最初に液体
に接する第１層（おむつ１においては第１層５１）とすることが好ましい。
【００３４】
　第１層及び第２層からなる２層構造のコアラップシートを紙のみから構成する場合、相
対的に液透過性が高い紙（相対的に嵩高な紙）を、最初に液体に接する第１層（おむつ１
においては第１層５１）とする。第１層用の紙と第２層用の紙とで組成が同じものをコア
ラップシートに用いることもでき、その場合、坪量、クレープ率、構成繊維のフィブリル
化の程度（フリーネスの値）、エンボス加工等の後加工（当該紙の抄造後に施される加工
）の有無等により、第１層用の紙と第２層用の紙とに、前述した液透過時間差（液透過速
度差）を付与することができる。
【００３５】
　第１層及び第２層からなる２層構造のコアラップシートを不織布のみから構成する場合
、相対的に嵩高な不織布を、最初に液体に接する第１層（おむつ１においては第１層５１
）とする。第１層用の不織布と第２層用の不織布とで組成が同じものをコアラップシート
に用いることもでき、その場合、坪量、親水化剤、エンボス加工等の後加工（当該不織布
の製造後に施される加工）の有無等により、第１層用の不織布と第２層用の不織布とに、
前述した液透過時間差（液透過速度差）を付与することができる。
【００３６】
　コアラップシート５Ａとして好ましく用いられるものの一例として、液体が最初に接触
する第１層（おむつ１においては第１層５１）が繊維粗度０．３０ｍｇ／ｍ以上の親水性
嵩高繊維とパルプ繊維とを含有し、該第１層に重層する第２層（おむつ１においては第２
層５２）が繊維粗度０．１０～０．２０ｍｇ／ｍの特定パルプ繊維を含有する吸収紙（以
下、特定吸収紙ともいう）が挙げられる。この特定吸収紙は、第１層が第２層に比して嵩
高で液透過性が高いもので、両層共に紙からなるものである。以下、この特定吸収紙につ
いて説明する。
【００３７】
　特定吸収紙の主たる特長の１つとして、繊維粗度の異なる２種の繊維を含有し、そのう
ちの相対的に繊維粗度の大きい繊維（繊維粗度０．３０ｍｇ／ｍ以上の親水性嵩高繊維）
を、液体が最初に接触する第１層に含有し、相対的に繊維粗度の小さい繊維（繊維粗度０
．１０～０．２０ｍｇ／ｍの特定パルプ繊維）を、第１層に重層する第２層に含有してい



(9) JP 6080246 B2 2017.2.15

10

20

30

40

50

る点が挙げられる。繊維粗度は、木材パルプのように、繊維の太さが不均一な繊維におい
て、繊維の太さを表す尺度として用いられるものであり、後述するように市販の繊維粗度
計を用いて測定される。即ち、特定吸収紙は、太さの異なる２種の繊維を含有し、そのう
ちの太い繊維（嵩高繊維）を第１層に、細い繊維を第２層に含有している。そのため、第
１層は第２層に比して嵩高である。そして、一般に、嵩高な繊維層は、多数の繊維が比較
的疎な状態で存在していて、比較的大きな繊維間空隙を多数有しているため、嵩高では無
く多数の繊維が比較的密な状態で存在している繊維層に比して、液透過速度が速い。従っ
て、特定吸収紙においては、相対的に嵩高な第１層は、第２層に比して液透過速度が速く
、第１層と第２層とで液透過速度に差があり、斯かる液透過速度差が、第１層と第２層と
の界面又はその近傍での液拡散を引き起こす。また、第１層に含有されている繊維粗度０
．３０ｍｇ／ｍ以上の太い繊維（嵩高繊維）は親水性嵩高繊維であるため、特定吸収紙に
おいては、第１層と第２層との液透過速度差による液拡散に加えて、親水性嵩高繊維の毛
管現象による液拡散も発現し、これらの液拡散作用によって優れた液拡散性が発現される
。
【００３８】
　特定吸収紙の第１層に含有される親水性嵩高繊維の繊維粗度は、前述したように０．３
０ｍｇ／ｍ以上であり、好ましくは０．３０～０．４０ｍｇ／ｍ、更に好ましくは０．３
２～０．３８ｍｇ／ｍである。親水性嵩高繊維の繊維粗度が０．３０ｍｇ／ｍ未満では、
第１層の嵩高さが不足して、前述した第１層と第２層との液透過速度差が小さくなり、特
定吸収紙の液拡散性が不十分になるおそれがある。繊維粗度及び平均繊維長は、それぞれ
、次のようにして測定される。
【００３９】
＜繊維粗度及び平均繊維長の測定＞
　繊維粗度計ＦＳ－２００（KAJAANI ELECTRONICS LTD.製）を用いて測定する。測定対象
の繊維は未叩解のものとする。先ず、測定対象の繊維の真の重量を求めるために、該繊維
を真空乾燥機内にて１００℃で１時間乾燥させ、繊維中に存在している水分を除去する。
こうして乾燥させた繊維から１ｇを正確に量りとる（誤差±０．１ｍｇ）。次に、量り取
った繊維を、該繊維に極力損傷を与えないように注意しつつ、前記繊維粗度計に付属のミ
キサーで１５０ｍｌの水中に完全に離解させ、これを全量が５０００ｍｌになるまで水で
薄めて希釈液を得た。得られた希釈液から５０ｍｌを正確に量りとってこれを繊維粗度測
定溶液とし、前記繊維粗度計の操作手順に従って目的とする繊維粗度及び平均繊維長をそ
れぞれ算出する。尚、平均繊維長の算出には、前記操作手順に基づき下記式により計算さ
れた値を用いる。
【００４０】
【数１】

【００４１】
　特定吸収紙の第１層に含有される親水性嵩高繊維の一例として、嵩高性セルロース繊維
が挙げられる。嵩高性セルロース繊維は、捻じれ構造、クリンプ構造、屈曲及び／又は分
岐構造等の立体構造を有するセルロース繊維であり、その立体構造により該繊維自体が嵩
高である。嵩高性セルロース繊維（親水性嵩高繊維）としては、例えば、セルロース繊維
の分子内及び／又は分子間を架橋剤により架橋した架橋セルロース繊維（例えば、ＨＢＡ
として知られている化学的に架橋されたセルロース繊維）；セルロース繊維等をアルカリ
処理し、繊維断面を膨潤増大させたマーセル化パルプ（例えば、商品名「ポロセニア」）
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等が挙げられ、これらの１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
これらの中でも、特に架橋セルロース繊維は、湿潤状態でもその嵩高性（立体構造）を維
持し得るため、本発明で好ましく用いられる。架橋セルロース繊維は、セルロース繊維の
分子内及び分子間の双方が架橋されていることが好ましい。嵩高性セルロース繊維（親水
性嵩高繊維）の素材となるセルロース繊維としては、例えば、レーヨン、キュプラ、テン
セル、リヨセル等の再生セルロース繊維、アセテート等の半合成セルロース繊維等が挙げ
られる。
【００４２】
　嵩高性セルロース繊維の製造工程で使用されるセルロース繊維の架橋剤としては、例え
ば、ジメチロールエチレン尿素、ジメチロールジヒドロキシエチレン尿素等のＮ－メチロ
ール系化合物；クエン酸、トリカルバリル酸、ブタンテトラカルボン酸等のポリカルボン
酸；ポリグリシジルエーテル系化合物等が挙げられ、これらの１種を単独で又は２種以上
を組み合わせて用いることができる。
【００４３】
　架橋剤の使用量は、セルロース繊維１００質量部に対して、０．２～２０質量部とする
ことが好ましい。０．２質量部未満であると、架橋密度が低いため、嵩高性セルロース繊
維の湿潤時の弾性率が低く、ヨリ／ヘタリが生じるおそれがあり、２０質量部を超えると
、嵩高性セルロース繊維が剛直になり過ぎ、応力がかかった時、繊維が脆くなってしまう
おそれがある。架橋剤を用いてセルロース繊維を架橋する方法としては、例えば下記ｉ）
及びｉｉ）の方法が挙げられる。ｉ）架橋剤の水溶液に必要に応じて触媒を添加したもの
に、セルロース繊維を含浸し、架橋剤水溶液が設計付着量となるように該セルロース繊維
を脱水した後、これを架橋温度に加熱する方法。ｉｉ）スプレー等により架橋剤水溶液を
セルロース繊維に設計付着量となるように散布し、その後、該セルロース繊維を架橋温度
に加熱し、架橋反応させる方法。
【００４４】
　特定吸収紙の第１層は、親水性嵩高繊維に加えて、パルプ繊維を含有する。第１層にパ
ルプ繊維を含有させる理由は、親水性嵩高繊維の使用により懸念される強度特性の低下を
抑制するためである。特に、第１層において親水性嵩高繊維の含有質量比をパルプ繊維に
比して多く設定した場合には、大部分を占める親水性嵩高繊維間で造る高空隙の中にパル
プ繊維同士で造る小空隙が若干第1層中に混在する構成が得られ、それによって透過性を
保ちつつ毛管力を強化できる。
【００４５】
　特定吸収紙の第１層に含有されるパルプ繊維としては、公知のパルプ繊維を特に制限無
く用いることができ、例えば、針葉樹晒クラフトパルプ（ＮＢＫＰ）、広葉樹晒クラフト
パルプ（ＬＢＫＰ）、針葉樹晒サルファイトパルプ（ＮＢＳＰ）、サーモメカニカルパル
プ（ＴＭＰ）等の木材パルプ；楮、三椏、雁皮等の靱皮繊維；藁、竹、ケナフ、麻等の非
木材パルプ等が挙げられ、これらの１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いること
ができる。これらのパルプ繊維の中でも、特にＮＢＫＰは、これを用いて製造される紙の
強度が高いため、本発明で好ましく用いられる。本発明で用いるＮＢＫＰとしては、この
種の紙において通常用いられるＮＢＫＰを特に制限無く用いることができる。ＮＢＫＰと
して、パルプの漂白に塩素化合物を使用しないＥＣＦ（エレメンタリー・クロリンフリー
）漂白パルプやＴＣＦ（トータル・クロリンフリー）漂白パルプを使用しても良い。
【００４６】
　特定吸収紙の第１層における親水性嵩高繊維とパルプ繊維との含有質量比（親水性嵩高
繊維／パルプ繊維）は、液拡散性と強度特性とのバランスの観点から、好ましくは４／６
～９／１、更に好ましくは５／５～８／２である。繊維粗度０．３０ｍｇ／ｍ以上の親水
性嵩高繊維が少なすぎると、第１層の嵩高さが不足して、前述した第１層と第２層との液
透過速度差が小さくなり、液拡散性が不十分になるおそれがあり、逆に親水性嵩高繊維が
多すぎると、第１層の強度の急激な低下が生じるおそれがある。
【００４７】
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　特定吸収紙の第１層には、繊維として、前述した繊維粗度０．３０ｍｇ／ｍ以上の親水
性嵩高繊維及びパルプ繊維に加えて、更に、熱融着性接着繊維を含有させることができる
。熱融着性接着繊維は、加熱により溶融し相互に接着する繊維であり、これを第１層に含
有させることにより、第１層の嵩高構造がより安定的に維持されるようになる。熱融着性
接着繊維の含有率は、第１層中の全繊維の乾燥質量に対して、好ましくは１０質量％以下
、更に好ましくは８質量％以下である。
【００４８】
　熱融着性接着繊維としては、例えば、ポリエチレン、ポリプロピレン、ポリビニルアル
コール、ポリアクリル酸及びその塩等のポリオレフィン系繊維、ポリエステル系繊維、ポ
リエチレン－ポリプロピレン複合繊維、ポリエチレン－ポリエステル複合繊維、低融点ポ
リエステル－ポリエステル複合繊維、繊維表面が親水性であるポリビニルアルコール－ポ
リプロピレン複合繊維、ポリビニルアルコール－ポリエステル複合繊維等を挙げることが
できる。複合繊維を用いる場合には、芯鞘型複合繊維及びサイド・バイ・サイド型複合繊
維の何れをも用いることができる。これらの熱融着性接着繊維は、各々単独で用いること
もでき、又は２種以上を組み合わせて用いることもできる。本発明において好ましく用い
られる熱溶融性接着繊維としては、ポリビニルアルコール、ポリエステル等を挙げること
ができる。
【００４９】
　特定吸収紙の第１層には、前述した各種繊維に加えて、更に乾燥紙力増強剤を含有させ
ることができる。第１層に含有される乾燥紙力増強剤としては、従来公知のものを特に制
限無く用いることができ、例えば、カルボキシメチルセルロース（ＣＭＣ）及びその塩、
ポリアクリルアミド系樹脂及びその塩、カチオン化デンプン、ポリビニルアルコール（Ｐ
ＶＡ）等が挙げられ、これらの１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることがで
きる。ＣＭＣあるいはポリアクリルアミド系樹脂の塩としては、それぞれ、ナトリウム塩
が主に用いられる。ポリアクリルアミド系樹脂としては、例えば、カチオン性又はアニオ
ン性ポリアクリルアミド（ＰＡＭ）が挙げられる。これらの乾燥紙力増強剤の中でも、特
にＣＭＣ及びその塩、アニオン性ＰＡＭ及びその塩、ＰＶＡが好ましい。
【００５０】
　後述するように特定吸収紙の第１層を湿式抄紙法により製造する場合、第１層に紙力増
強剤を含有させる方法としては、紙料から繊維を抄いて繊維ウエブとする前に該紙料に紙
力増強剤を添加する、いわゆる内添法と、紙料から繊維を抄いて得られた繊維ウエブに、
塗布、含浸、噴霧等の種々の付与方法により紙力増強剤を付与する、いわゆる外添法とが
あり、本発明では何れの添加方法も利用可能であるが、第１層は、親水性嵩高繊維を含有
していることに起因して紙粉や毛羽が発生し易く、また、内添法では紙力増強剤の歩留ま
りが低下するおそれがあることから、第１層は外添法によって紙力増強剤（乾燥紙力増強
剤）が付与されたものであることが好ましい。
【００５１】
　乾燥紙力増強剤の含有率は、特定吸収紙の第１層中の全繊維の乾燥質量に対して、好ま
しくは０．１～５質量％、更に好ましくは０．２～２質量％である。乾燥紙力増強剤の含
有率が少なすぎると、乾燥紙力増強剤を使用する意義（紙粉や毛羽立ちの防止、乾燥引張
強度等の強度特性の向上）が薄れ、乾燥紙力増強剤の含有率が多すぎると、特定吸収紙の
硬化（風合いの低下）の他、特定吸収紙の製造時におけるヤンキードライヤーへの紙の張
り付きやメッシュドラムへの紙力増強剤の付着等による、特定吸収紙の地合の低下を招く
おそれがある。
【００５２】
　特定吸収紙の第１層は、前述した繊維（繊維粗度０．３０ｍｇ／ｍ以上の親水性嵩高繊
維、パルプ繊維等）並びに乾燥紙力増強剤以外の他の成分を含有していても良い。他の成
分としては、例えば、エポキシ化ポリアミドポリアミン樹脂（ＰＡＥ）等の湿潤紙力増強
剤、タルク等の填料、染料、色顔料、抗菌剤、ｐＨ調整剤、歩留り向上剤、耐水化剤、消
泡剤等の一般的に抄紙用原材料や添加物として使用されているものが挙げられ、これらの
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１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００５３】
　特定吸収紙の第２層は、繊維粗度０．１０～０．２０ｍｇ／ｍの特定パルプ繊維を含有
する。第２層の特性に関し特に重要なのは、前述したように、第１層よりも液透過速度が
遅いことであり、斯かる観点から、本発明においては、特定吸収紙の第２層を構成する繊
維として、特定吸収紙の第１層の構成繊維（親水性嵩高繊維）に比して繊維粗度の小さい
特定パルプ繊維を用い、それによって第２層が第１層よりも嵩高にならないように工夫し
ている。第２層に含有される特定パルプ繊維の繊維粗度は、好ましくは０．１２～０．２
０ｍｇ／ｍ、更に好ましくは０．１５～０．２０ｍｇ／ｍである。また、第２層に含有さ
れる特定パルプ繊維の平均繊維長は、特定吸収紙の地合等の観点から、好ましくは１～３
ｍｍ、更に好ましくは２～２．８ｍｍである。
【００５４】
　特定吸収紙の第２層に含有される特定パルプ繊維としては、繊維粗度が前記範囲にある
パルプ繊維を用いることができ、このパルプ繊維としては、公知のパルプ繊維を特に制限
無く用いることができ、例えば、第１層に含有されるパルプ繊維（ＮＢＫＰ等）と同様の
ものを用いることができる。従って、本発明においては、第２層に含有される特定パルプ
繊維と第１層に含有されるパルプ繊維とが同じになる場合があり得る。第１層に含有され
る繊維粗度０．３０ｍｇ／ｍ以上の親水性嵩高繊維は、通常、セルロース繊維に特定処理
（架橋剤による処理、アルカリ処理等）を施すことによって製造されるのに対し、第２層
に含有される繊維粗度０．１０～０．２０ｍｇ／ｍの特定パルプ繊維は、通常、そのよう
な特定処理は不要である。従って、繊維粗度が０．１０～０．２０ｍｇ／ｍの範囲にある
ＮＢＫＰ等を、そのまま第２層の特定パルプ繊維として用いることができる。
【００５５】
　特定吸収紙の第２層には、繊維として、繊維粗度０．１０～０．２０ｍｇ／ｍの特定パ
ルプ繊維に加えて、更に、繊維粗度が前記範囲外にある他の繊維を含有させることもでき
る。但し、前述した第１層との液透過速度差をより確実に生じさせ、それによって特定吸
収紙全体として優れた液透過性及び液拡散性を得る観点から、特定パルプ繊維以外の他の
繊維の含有率は、第２層中３０質量％以下とすることが好ましく、０質量％、即ち、特定
吸収紙の第２層中の繊維としては特定パルプ繊維のみを用いることが更に好ましい。特定
パルプ繊維の含有率は、第２層中、好ましくは７０～１００質量％、更に好ましくは８０
～１００質量％である。
【００５６】
　特定吸収紙の第２層に含有される繊維のフリーネス（第２層に含有される繊維が特定パ
ルプ繊維のみである場合は、特定パルプ繊維のフリーネス）は、好ましくは４５０～７０
０ｍｌであり、更に好ましくは４８０～６８０ｍｌ、特に好ましくは４８０～６５０ｍｌ
である。フリーネスは、ＪＩＳ　Ｐ８１２１に規定するカナダ標準ろ水度（Ｃ．Ｓ．Ｆ．
）で示される値であり、繊維の叩解（水の存在下で繊維を機械的に叩き、磨砕する処理）
の度合いを示す値である。繊維の叩解は、繊維を分散させた紙料（スラリー）に対して、
ビーダー、ディスクリファイナー等の公知の叩解機を用いて常法に従って実施することが
できる。通常、繊維のフリーネスの値が小さいほど、叩解の度合いが強く、叩解による繊
維の損傷が大きくてフィブリル化が進行している。フリーネスが前記範囲にある繊維（前
記特定パルプ繊維）は、フィブリル化が進行しているため繊維どうしが絡み合い易く、そ
のため、特定吸収紙（第２層）の低坪量化を図った場合に、繊維の繊維間結合点の数が減
少しても、各繊維間結合の強度は、フリーネスが７００ｍｌを超え相対的にフィブリル化
が進行していない繊維に比して高い。一方、フリーネスが４５０ｍｌ未満の場合は、繊維
の絡み合いによる強度改善効果は飽和しており、また、繊維の切断が促進され、透過時間
が遅くなるおそれがある。従って、フリーネスが４５０～７００ｍｌである繊維（特定パ
ルプ繊維）を含有する特定吸収紙の第２層は、良好な強度特性（引張強度）及び液透過性
を有し得る。
【００５７】
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　特定吸収紙の第２層は、特定パルプ繊維に加えて、更に湿潤紙力増強剤を含有していて
も良い。第２層に含有される湿潤紙力増強剤としては、従来公知のものを特に制限無く用
いることができ、例えば、エポキシ化ポリアミドポリアミン樹脂（ＰＡＥ）、尿素－ホル
マリン樹脂、メラミン－ホルマリン樹脂、ジアルデヒドデンプン、ポリエチレンアミン、
メチロール化ポリアミド等が挙げられ、これらの１種を単独で又は２種以上を組み合わせ
て用いることができる。これらの湿潤紙力増強剤の中でも、特にＰＡＥは、これを用いて
製造される紙の湿潤紙力強度が高いため、本発明で好ましく用いられる。
【００５８】
　湿潤紙力増強剤の含有率は、特定吸収紙の第２層中の全繊維の乾燥質量に対して、好ま
しくは０．２～２質量％、更に好ましくは０．５～１質量％である。湿潤紙力増強剤の含
有率が少なすぎると、湿潤紙力増強剤を使用する意義（湿潤引張強度等の強度特性の向上
）が薄れ、湿潤紙力増強剤の含有率が多すぎると、特定吸収紙の硬化（風合いの低下）の
他、特定吸収紙の製造時におけるヤンキードライヤーへの紙の張り付きやメッシュドラム
への紙力増強剤の付着等による、特定吸収紙の地合の低下を招くおそれがある。
【００５９】
　特定吸収紙の第２層は、繊維粗度０．１０～０．２０ｍｇ／ｍの特定パルプ繊維及び湿
潤紙力増強剤以外の他の成分を含有していても良い。他の成分としては、例えば、ＣＭＣ
等の乾燥紙力増強剤、タルク等の填料、染料、色顔料、抗菌剤、ｐＨ調整剤、歩留り向上
剤、耐水化剤、消泡剤等の一般的に抄紙用原材料や添加物として使用されているものが挙
げられ、これらの１種を単独で又は２種以上を組み合わせて用いることができる。
【００６０】
　特定吸収紙を構成する第１層及びこれに重層する第２層は、それぞれ、公知の湿式抄紙
法によって製造することができる。湿式抄紙法は、繊維の水分散液からなる紙料（スラリ
ー）を調製する紙料調製工程と、紙料から繊維を抄いて繊維ウエブとしたものを搬送しな
がら乾燥する抄紙工程とを有するものである。抄紙工程は、通常、ワイヤパート、プレス
パート、ドライヤーパート、サイズプレス、カレンダパート等に分けられ、順次実施され
る。湿式抄紙法は、例えば、長網抄紙機、ツインワイヤー抄紙機、オントップ抄紙機、ハ
イブリッド抄紙機又は丸網抄紙機等の抄紙機を用いて常法に従って実施することができる
。
【００６１】
　特定吸収紙において、第１層と第２層とは一体化されている。第１層と第２層とを一体
化させる方法としては、両者が一体化できれば特に限定されるものではなく、例えば、湿
式抄紙法により別々に製造した乾燥状態の第１層と第２層とを重ね合わせて積層体を得、
該積層体を一対のエンボスロールに通して押圧し両者を一体化させる方法、あるいは粘着
剤や接着剤等の接合手段によって両者を一体化させる方法等を採用することができる。前
者の方法において、積層体は、第１層側から第２層側に押圧されても良く、これとは逆方
向に押圧されても良い。前者の方法で得られた特定吸収紙には、通常、第１層及び第２層
が一体的に凹陥してなる凹部が形成される。
【００６２】
　本発明においては、第１層と第２層とを一体化させる方法としては、湿式抄紙過程で得
られる第１層及び第２層それぞれの湿潤状態の繊維ウエブを、引き続き湿式抄紙過程で一
体化させる方法が好ましい。このような方法で両層を一体化させると、両層の繊維が一層
緊密に絡み合って、両層間での液体の移動がスムースに行われる。第１層と第２層とを湿
式抄紙過程で一体化させる方法の具体例としては、次の方法が挙げられる。即ち、第１層
形成用のスラリーを抄紙機に供給し、ワイヤー上に紙層（繊維ウエブ）を形成させる。こ
れとは別に、第２層形成用のスラリーを別の抄紙機に供給し、ワイヤー上に紙層（繊維ウ
エブ）を形成させる。これらの紙層（繊維ウエブ）をそれぞれのワイヤーから取り上げ、
湿潤状態のまま両者を重ね合わせ、引き続きこれを圧搾脱水、乾燥することによって、第
１層と第２層とが一体化した特定吸収紙が得られる。
【００６３】
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　また、第１層と第２層とを湿式抄紙過程で一体化させる方法の別の具体例としては、次
の方法が挙げられる。即ち、第１層形成用のスラリーと第２層形成用のスラリーとを、そ
れぞれ２列の抄紙ノズルから一度にワイヤー上に供給して、２層構造の紙層（繊維ウエブ
）を形成する。次いで、この紙層（繊維ウエブ）をワイヤーから取り上げ、圧搾脱水、乾
燥することによって、第１層と第２層とが一体化した特定吸収紙が得られる。
【００６４】
　特定吸収紙は、厚みの薄い吸収体のコアラップシートに適したものとする等の観点から
、坪量が比較的低いことが好ましく、具体的には、第１層と第２層との合計坪量が１０～
３０ｇ／ｍ2、特に１２～２５ｇ／ｍ2、とりわけ１５～２０ｇ／ｍ2であることが好まし
い。坪量がこのように低いと紙力の低下が懸念されるが、前述した特定吸収紙の構成（特
に第２層の構成）を採用することにより斯かる懸念を払拭できる。特定吸収紙の坪量が１
０ｇ／ｍ2未満では、紙力が著しく低下するおそれがあり、また、特定吸収紙の坪量が３
０ｇ／ｍ2超では、特定吸収紙が硬くなるおそれがある。第１層の坪量は、好ましくは１
０～２２ｇ／ｍ2、更に好ましくは１０～１８ｇ／ｍ2であり、第２層の坪量は、好ましく
は８～１５ｇ／ｍ2、更に好ましくは８～１２ｇ／ｍ2である。
【００６５】
　特定吸収紙（第１層、第２層）の坪量は、次のようにして測定される。ＪＩＳ　Ｐ８１
１１の条件にてサンプル（特定吸収紙又は第１層若しくは第２層）の調湿を行った後、サ
ンプルから１０ｃｍ四方（面積１００ｃｍ2）の測定片を切り出し、該測定片の重量を少
数点以下２桁の天秤にて測定し、その測定値を面積で除して該測定片の坪量を算出する。
サンプルから切り出した１０枚の測定片について、前記手順に従って坪量を算出し、それ
らの平均値をサンプルの坪量とする。第１層と第２層とが重層した状態で一体化して特定
吸収紙を構成している場合は、該特定吸収紙から第１層を引き剥がし、残った第２層につ
いて、前記手順に従ってその坪量（第２層単独の坪量）を測定し、また、別途前記手順に
従って測定した該特定吸収紙紙の坪量から該第２層単独の坪量を差し引いて、引き剥がし
た第１層単独の坪量を算出する。
【００６６】
　特定吸収紙は、クレープ（ちりめん状のシワ）を有していることが好ましい。クレープ
を有する吸収紙は、クレープを有しない吸収紙に比して液透過性が高く、また、クレープ
率が高くなるほど液透過性が高まる。但し、クレープ率が高くなると、強度特性（引張強
度）は低下する傾向がある。斯かる知見に基づき、液透過性と強度特性とのバランスの観
点から、特定吸収紙のクレープ率は５～２０％、特に８～１８％、とりわけ１０～１５％
とすることが好ましい。また、特定吸収紙におけるクレープは、ドライヤーパートにおけ
るヤンキードライヤー等から乾燥状態の繊維ウエブをドクターナイフ等で剥離する際に生
じる、ドライクレープであることが好ましい。クレープ率は、次のようにして測定される
。
【００６７】
＜クレープ率の測定方法＞
　測定対象シート（特定吸収紙）から長さ方向（測定対象シートの製造時の搬送方向、Ｍ
Ｄ）に２００ｍｍ、幅方向（ＭＤに直交する方向、ＣＤ）に１００ｍｍの矩形形状を切り
出してサンプルとする。この矩形形状のサンプルを１０分間水中に浸漬した直後のＭＤの
長さＣを測定し、次式によりクレープ率を算出する。　クレープ率（％）＝｛（Ｃ－２０
０）／２００｝×１００　例えば、１０分間浸漬後のＭＤの長さＣが２２０ｍｍであった
場合、前記式により算出される当該シートのクレープ率は１０％である。
【００６８】
　また、特定吸収紙のクレム吸水量は、好ましくは０．２ｇ／３０ｓｅｃ・１５ｍｍ以上
、更に好ましくは０．２～０．４ｇ／３０ｓｅｃ・１５ｍｍである。特定吸収紙のクレム
吸水量が斯かる範囲にあることは、その内部に高空隙な構造が形成されていることによる
ところが大きく、その高空隙な構造の形成は、特に第１層の親水性嵩高繊維の使用による
ところが大きい。クレム吸水量が斯かる範囲にある特定吸収紙は、実用上十分な液透過性
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及び液拡散性を有しており、コアラップシートとして好適である。クレム吸水量は、ＪＩ
Ｓ　Ｐ８１４１に規定する、紙のクレム法による吸水度試験方法に準じ、次のようにして
測定される。
【００６９】
＜クレム吸水量の測定方法＞
　測定対象シート（特定吸収紙）を室温２３℃±２℃、相対湿度５０％ＲＨ±２％の環境
下で１２時間放置して一定状態になるよう調湿する。調湿後のシートから、ＭＤに１５０
ｍｍ、ＣＤに１５ｍｍの寸法の長方形形状を切り出し、この切り出された長方形形状をサ
ンプルとする。サンプルの一方の短辺から長手方向内方に５ｍｍ離間した位置に、該短辺
と平行な直線（標線）を鉛筆で引く。そして、サンプルの長辺が垂直になるように該サン
プルを電子天秤の下部に吊り下げ、この吊り下げ状態を保持したままで該サンプルを前記
標線まで素早く測定液（生理食塩水）中に入れる。尚、サンプルは、前記標線（鉛筆で引
いた直線）が前記測定液に近くなるように吊り下げる。そして、サンプルを測定液中に入
れてから３０秒後の該サンプルの重量増加分を電子天秤で測定し、その測定値をクレム吸
水量（ｇ／３０ｓｅｃ．１５ｍｍ）とする。クレム吸水量が多いほど高評価となる。尚、
電子天秤には、市販の電子天秤データ取り込みソフト（商品名　RｓCom Ver２．４０：（
株）エー・アンド・デイ社製）がインストールされたパーソナルコンピュータが電気的に
接続されており、これによりサンプルの重量変化を記録することができる。
【００７０】
　また、特定吸収紙の製造時の搬送方向（Machine Direction、略してＭＤ）の乾燥引張
強度は、好ましくは６００ｃＮ／２５ｍｍ以上、更に好ましくは６５０～１５００ｃＮ／
２５ｍｍであり、また、特定吸収紙のＭＤに直交する方向（Cross machine Direction、
略してＣＤ）の湿潤引張強度は、好ましくは５０ｃＮ／２５ｍｍ以上、更に好ましくは６
０～１２０ｃＮ／２５ｍｍである。乾燥引張強度及び湿潤引張強度がそれぞれ斯かる範囲
にある特定吸収紙は、実用上十分な強度を有しており、コアラップシートとして好適であ
る。特に、特定吸収紙のＭＤの乾燥引張強度が前記範囲にあることは、主として、特定吸
収紙の製造時の搬送テンションや紙継ぎにおける急激なテンション変動において特定吸収
紙が破れるという不都合の防止に寄与し、また、特定吸収紙のＣＤの湿潤引張強度が前記
範囲にあることは、主として、特定吸収紙を吸収性物品においてコアラップシートとして
使用した場合に、吸収性物品の着用者（乳幼児等）の体液排泄後の動きや摩擦等によって
コアラップシートが破けて吸収性コアの形成材料（木材パルプや高吸水性樹脂等）が表面
シート上に出てくるという不都合の防止に寄与する。特定吸収紙のＭＤの乾燥引張強度及
びＣＤの湿潤引張強度がそれぞれ前記範囲にあることは、特に第２層の存在によるところ
が大きく、第２層の優れた引張強度特性は、第２層中の繊維（特定パルプ繊維）のフリー
ネスが前記特定範囲にあること、及び第２層に湿潤紙力増強剤が含有されていることによ
るところが大きい。乾燥引張強度及び湿潤引張強度はそれぞれ次のようにして測定される
。
【００７１】
＜乾燥引張強度の測定方法＞
　測定対象シート（特定吸収紙）を室温２３℃±２℃、相対湿度５０％ＲＨ±２％の環境
下で１２時間放置して一定状態になるよう調湿する。調湿後のシートから、ＭＤに１５０
ｍｍ、ＣＤに２５ｍｍの寸法の長方形形状を切り出し、この切り出された長方形形状をサ
ンプルとする。このサンプルを、そのＭＤが引張方向となるように引張試験機（島津製作
所製オートグラフＡＧ－１ｋＮ）のチャックに無張力で取り付ける。チャック間距離は１
００ｍｍとする。サンプルを３００ｍｍ／分の引張速度で引っ張り、サンプルが破断する
までの最大強度を測定する。測定は５回行い、これらの平均値をＭＤの乾燥引張強度とす
る。
【００７２】
＜湿潤引張強度の測定方法＞
　前記＜乾燥引張強度の測定方法＞と同様の手順で測定対象シート（薄葉紙）のサンプル
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を用意する。このサンプルを、そのＣＤが引張方向となるように引張試験機（島津製作所
製オートグラフＡＧ－１ｋＮ）のチャックに無張力で取り付け、筆先が水で湿らされた筆
の該筆先により、サンプルの一面に引張方向の全長に亘って約１０ｍｍの幅で水を塗布し
てサンプルを湿潤状態とした後、サンプルを３００ｍｍ／分の引張速度で引っ張り、サン
プルが破断するまでの最大強度を測定する。測定は５回行い、これらの平均値をＣＤの湿
潤引張強度とする。
【００７３】
＜湿潤引張強度の測定方法＞
　前記＜乾燥引張強度の測定方法＞と同様の手順で測定対象シート（特定吸収紙）のサン
プルを用意する。このサンプルを、そのＭＤが引張方向となるように引張試験機（島津製
作所製オートグラフＡＧ－１ｋＮ）のチャックに無張力で取り付け、筆先が水で湿らされ
た筆の該筆先により、サンプルの一面に引張方向の全長に亘って約１０ｍｍの幅で水を塗
布してサンプルを湿潤状態とした後、サンプルを３００ｍｍ／分の引張速度で引っ張り、
サンプルが破断するまでの最大強度を測定する。測定は５回行い、これらの平均値をＭＤ
の湿潤引張強度とする。
【００７４】
［表面シート］
　表面シート２としては、当該技術分野において従来用いられている液透過性のシートを
用いることができ、例えば、カード法により製造された不織布、エアスルー不織布、スパ
ンボンド不織布、メルトブローン不織布、スパンレース不織布及びニードルパンチ不織布
等の種々の不織布；開口手段によって液透過可能とされたフィルム等が挙げられる。これ
らの不織布やフィルムには、界面活性剤等の親水化剤を用いた親水化処理が施されていて
も良い。表面シート２の坪量は、コスト、生産面、吸収性能の観点から、好ましくは１０
～５０ｇ／ｍ2、更に好ましくは１５～３０ｇ／ｍ2である。
【００７５】
　本発明に係る表面シートとしては、実質的に凹凸を有していない平坦状の表面シート２
（平坦型表面シート）に代えて、図６及び図７に示す凹凸形状を有する表面シート２Ａ（
凹凸型表面シート）を用いることもできる。表面シート２Ａは、図６及び図７に示すよう
に、着用者の肌側に向けて突出する凸部２１と該凸部２１に隣接する凹部２２とをそれぞ
れ多数有している。凸部２１と凹部２２とは、おむつ１の肌対向面を形成する表面シート
２Ａの肌対向面２ａに、交互に且つ一方向に列をなすように配置されている。凸部２１と
凹部２２とによる表面シート２Ａの肌対向面２ａの斯かる凹凸形状は、少なくとも股下部
Ｃ（前記排泄部対向部）における吸収体４の配置領域（図１に示す如きおむつ１の平面視
において吸収体４と重なる領域。おむつ１の幅方向Ｙの中央部。）に形成されており、本
実施形態においては更に背側部Ａ及び腹側部Ｂそれぞれにおける吸収体４の配置領域にも
形成されている。
【００７６】
　表面シート２Ａは単層構造の不織布からなる。表面シート２Ａは、凹部２２以外の部分
において着用者の肌側に向けて突出しており凸部２１を形成している。凸部２１内には、
表面シート２Ａの形成材料が実質的に存在していない空間２５が形成されている。凹部２
２は、実質的に凹凸の無い平坦状であり、吸収体４（コアラップシート５Ａ）の肌対向面
に接している。凸部２１と凹部２２とによる凹凸構造を有する表面シート２Ａは、公知の
エンボス加工を利用して形成することができ、例えば、表面シート原反（凹凸の無い平坦
状のシート）を、周面が凹凸形状となっている第１ロールと該第１ロールの凹凸形状に対
して噛み合い形状となっている凹凸形状を周面に有する第２ロールとの噛み合わせ部に噛
み込ませて、該表面シート原反を凹凸賦形することにより得られる。
【００７７】
　おむつ１において、表面シート２に代えて表面シート２Ａを用いた場合には、凸部２１
が肌側に向き且つ表面シート２Ａの形成材料が実質的に存在していない空間２５が形成さ
れていることによって、表面シート２Ａの透過性が向上していると共に、表面（肌対向面
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）に凹凸がない平坦型表面シートに比べ、肌への接着面積が相対的に低下していることに
よって、肌への排泄液の付着量が低下し、表面（肌対向面）のドライ感が向上するという
効果が奏される。
【００７８】
　表面シート２Ａによる前述した作用効果をより確実に奏させるようにする観点から、表
面シート２Ａの各部の寸法等は次のように設定することが好ましい。
　凸部２１の高さＬ１（図７参照）は、好ましくは２～６ｍｍ、更に好ましくは３～５ｍ
ｍである。
　凸部２１の最大径Ｌ２（図７参照）は、好ましくは１～１０ｍｍ、更に好ましくは２～
５ｍｍである。
【００７９】
［吸収性コア］
　吸収性コア４０は吸収性材料を含有する。吸収性コア４０に含有される吸収性材料とし
ては、例えば、親水性繊維及び吸水性ポリマーが挙げられる。吸収性コア４０は、親水性
繊維及び吸水性ポリマーの一方のみを含有していても良く、両方を含有していて良い。吸
収性材料（親水性繊維及び吸水性ポリマー）の含有率は、吸収性コア４０中、好ましくは
７０～１００質量％であり、更に好ましくは９５～１００質量％である。吸収性コア４０
は常法に従って製造できる。
【００８０】
　吸収性コア４０に含有される親水性繊維（吸収性材料）としては、親水性表面を有する
繊維であって、その湿潤状態において、繊維どうしが互いに高い自由度を有するシートを
形成できるものであれば、特に制限なく用いることができる。そのような親水性繊維の例
には、針葉樹クラフトパルプ（ＮＢＫＰ）、広葉樹クラフトパルプ（ＬＢＫＰ）等の木材
パルプや木綿パルプ、ワラパルプ等の非木材パルプ等の天然セルロース繊維；レーヨン、
キュプラ等の再生セルロース繊維；ポリビニルアルコール繊維、ポリアクリロニトリル繊
維等の親水性合成繊維；ポリエチレンテレフタレート（ＰＥＴ）繊維、ポリエチレン（Ｐ
Ｅ）繊維、ポリプロピレン（ＰＰ）繊維、ポリエステル繊維等の合成繊維を界面活性剤に
より親水化処理したもの等が挙げられ、これらの１種を単独で又は２種以上を混合して用
いることができる。
【００８１】
　吸収性コア４０に含有される吸水性ポリマー（吸収性材料）としては、当該技術分野に
おいて従来用いられている各種のものを用いることができ、例えば、ポリアクリル酸ソー
ダ、（アクリル酸－ビニルアルコール）共重合体、ポリアクリル酸ソーダ架橋体、（デン
プン－アクリル酸）グラフト重合体、（イソブチレン－無水マレイン酸）共重合体及びそ
のケン化物、ポリアクリル酸カリウム、並びにポリアクリル酸セシウム等が挙げられ、こ
れらの１種を単独で又は２種以上を混合して用いることができる。吸水性ポリマーとして
は、通常は粒子状のものが用いられるが、繊維状のものでも良い。粒子状の吸水性ポリマ
ーには、その形状の違いから、不定形タイプ、塊状タイプ、俵状タイプ、球粒凝集タイプ
、球状タイプ等があるが、何れのタイプも用いることができる。
【００８２】
　吸収性コア４０に含有される吸水性ポリマーのボルテックス法に吸水速度は、１～６０
秒が好ましく、更に好ましくは５～４０秒である。また、吸収性コア４０に含有される吸
水性ポリマーの加圧下通液速度は、１～５００ｍｌ／ｍｉｎ．が好ましく、更に好ましく
は１～２００ｍｌ／ｍｉｎ．である。吸水性ポリマーのボルテックス法による吸水速度及
び加圧下通液速度の測定法を以下に示す。
【００８３】
＜ボルテックス法による吸水速度の測定方法＞
　２００ｍＬのガラスビーカーに、生理食塩水（０．９重量％塩化ナトリウム水。調整に
はイオン交換水を用いる。）５０ｍＬとマグネチックスターラーチップ（中央部直径８ｍ
ｍ、両端部直径７ｍｍ、長さ３０ｍｍで、表面がフッ素樹脂コーティングされているもの
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）とを入れ、該ビーカーをマグネチックスターラー（アズワン製HPS－１００）に載せる
。マグネチックスターラーの回転数を６００±６０ｒｐｍに調整し、ビーカー内の生理食
塩水を攪拌させる。測定試料である吸水性ポリマー２．０ｇを、攪拌中の食塩水の渦の中
心部で液中に投入し、ＪＩＳ　Ｋ７２２４（１９９６）に準拠して該吸水性ポリマーの吸
水速度（秒）を測定する。具体的には、吸水性ポリマーのビーカーへの投入が完了した時
点でストップウォッチをスタートさせ、スターラーチップが試験液に覆われた時点（渦が
消え、液表面が平らになった時点）でストップウォッチを止め、その時間（秒）をボルテ
ックス法による吸水速度として記録する。測定はｎ＝５測定し、上下各１点の値を削除し
、残る３点の平均値を測定値とした。測定は２３±２℃、湿度５０±５％で行い、測定の
前に試料を同環境で２４時間以上保存した上で測定する。尚、製品（吸収性物品）から吸
水性ポリマーを取り出して測定する場合は次の方法で行う。まず、製品から表面材やバッ
クシート、台紙などを取り除き吸水性ポリマーのみ、又は、吸水性ポリマーと繊維状物と
の混合体の状態にする。該吸水性ポリマーと繊維状物との混合体を篩を用いて吸水ポリマ
ーと繊維状物とを分ける。また、少なくとも５枚以上の製品から取り出した吸水性ポリマ
ーを利用する。
【００８４】
＜加圧下通液速度の測定方法＞
　１００ｍＬのガラスビーカーに、測定試料である吸水性ポリマー０．３２±０．００５
ｇを膨潤するのに十分な量の生理食塩水（０．９重量％塩化ナトリウム水）、例えば吸水
性ポリマーの飽和吸収量の５倍以上の生理食塩水に浸して３０分間放置する。別途、垂直
に立てた円筒（内径２５．４ｍｍ）の開口部の下端に、金網（目開き１５０μｍ、株式会
社三商販売のバイオカラム焼結ステンレスフィルター３０ＳＵＳ）と、コック（内径２ｍ
ｍ）付き細管（内径４ｍｍ、長さ８ｃｍ）とが備えられた濾過円筒管を用意し、コックを
閉鎖した状態で該円筒管内に、膨潤した測定試料を含む前記ビーカーの内容物全てを投入
する。コックを開いて濾過円筒管内の液面を６０ｍＬの目盛り線より５ｃｍ上に調整する
。次いで、目開きが１５０μｍで直径が２５ｍｍである金網を先端に備えた直径２ｍｍの
円柱棒を濾過円筒管内に挿入して、該金網と測定試料とが接するようにし、更に測定試料
に２．０ｋＰａの荷重が加わるようおもりを載せる。この状態で１分間放置した後、コッ
クを開いて液を流し、濾過円筒管内の液面が６０ｍＬの目盛り線から４０ｍＬの目盛り線
に達する（つまり２０ｍＬの液が通過する）までの時間（Ｔ１）（秒）をストップウォッ
チで計測する。計測された時間Ｔ１（秒）を用い、次式から２．０ｋＰａでの加圧下通液
速度を算出する。尚、式中、Ｔ０（秒）は、濾過円筒管内に測定試料を入れないで、生理
食塩水２０ｍｌが金網を通過すのに要する時間を計測した値である。測定は５回行い（ｎ
＝５）、上下各１点の値を削除し、残る３点の平均値を測定値とした。
　加圧下通液速度（ｍｌ／ｍｉｎ）＝２０×６０／（Ｔ１－Ｔ０）
【００８５】
　吸収性コア４０の坪量は、尿等の排泄液の吸収保持能力を実用上十分なものとする観点
から、好ましくは５０～８００ｇ／ｍ2、更に好ましくは１００～５００ｇ／ｍ2ある。
【００８６】
　本発明に係る吸収性コアとしては、実質的に凹凸を有していない平坦状の吸収性コア４
０（平坦型吸収性コア）に代えて、図８に示す凹凸形状を有する吸収性コア４０Ａ（凹凸
型吸収性コア）を用いることもできる。吸収性コア４０Ａは、図８に示すように、吸収性
材料が相対的に多い高坪量部４１と、吸収性材料が相対的に少ない低坪量部４２とを有し
、高坪量部４１と低坪量部４２とが、所定方向に交互に形成されているものである。図８
に示す形態においては、高坪量部４１と低坪量部４２とは、長手方向Ｘ及び幅方向Ｙそれ
ぞれに交互に形成されている。より具体的には、吸収性コア４０Ａには、図８に示すよう
に、吸収性コア４０Ａの長手方向Ｘに沿ってその全長に亘って延びる直線状の低坪量部４
２Ｘと、吸収性コア４０Ａの幅方向Ｙに沿ってその全長に亘って延びる直線状の低坪量部
４２Ｙとがそれぞれ複数形成され、低坪量部４２全体として格子状に形成されており、こ
れら直線状の低坪量部４２Ｘ，４２Ｙで区画された部位が高坪量部４１となっている。複
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数の高坪量部４１は、それぞれ、平面視において矩形形状を有している。
【００８７】
　また、図８に示すように、高坪量部４１は低坪量部４２（４２Ｘ，４２Ｙ）に比して厚
みが大きく、そのため吸収性コア４０Ａは、高坪量部４１が低坪量部４２に比して隆起し
た凹凸形状を有している。吸収性コア４０Ａが凹凸形状を有していると、吸収性コア４０
の如き、凹凸形状を有しておらず肌対向面及び非肌対向面の何れも略平坦な吸収性コアに
比して、おむつ１の着用時に吸収性コア４０Ａ（吸収体４）の変形、具体的には、吸収性
コア４０Ａのおむつ着用者の肌に向かって隆起するような形状への変形が誘導され易い。
このような吸収性コア４０Ａの変形容易性によって、おむつ１の着用時に股下部Ｃにおけ
る前記排泄部対向部がおむつ着用者の肌に押し当てられるような形状に容易に変形するた
め、フィット性が向上し、おむつ着用者に快適な装着感を与えると共に、尿等の体液の漏
れが効果的に抑制される。
【００８８】
　図８（ｂ）に示す如き吸収性コア４０Ａの断面視において、低坪量部４２（４２Ｘ，４
２Ｙ）は、吸収性コア４０の厚み方向に偏在している。より具体的には、低坪量部４２は
、図８に示すように、吸収性コア４０Ａの厚み方向Ｔにおいて非肌対向面４０ｂ側に偏在
している。そして、低坪量部４２がこのように厚み方向Ｔにおいて非肌対向面４０ｂ側に
偏在していることにより、高坪量部４１は、非肌対向面４０ｂとは反対側、即ち、厚み方
向Ｔにおいて肌対向面４０ａ側に突出している。従って、吸収性コア４０Ａにおいては、
非肌対向面４０ｂ（コアラップシート５Ｂとの対向面）は、実質的に凹凸が無く略平坦で
あるのに対し、肌対向面４０ａ（コアラップシート５Ａとの対向面）は、突出形成された
高坪量部４１（凸部）と高坪量部４１，４１間に位置する低坪量部４２（非凸部あるいは
凹部）とによる凹凸を有している。
【００８９】
　おむつ１において、吸収性コア４０に代えて吸収性コア４０Ａを用いた場合には、吸収
性コア４０Ａが低坪量部４２とそれに対応して形成された凹部（吸収性コア４０Ａの形成
材料が存在しない空間）とを有していることで、排泄液の吸収時間を短縮させつつ排泄液
を拡散させて効率良く吸収性コア４０Ａを利用できる。
【００９０】
　吸収性コア４０Ａによる前述した作用効果をより確実に奏させるようにする観点から、
吸収性コア４０Ａの各部の寸法等は次のように設定することが好ましい。
　吸収性コア４０Ａの高坪量部４１の坪量Ｓ４１と低坪量部４２の坪量Ｓ４２との比（Ｓ
４１／Ｓ４２）は、好ましくは１．２５～１０、更に好ましくは３～６である。
　高坪量部４１の坪量Ｓ４１は、好ましくは１００～６００ｇ／ｍ2、更に好ましくは１
５０～５００ｇ／ｍ2であり、低坪量部４２の坪量Ｓ４２は、好ましくは１０～１５０ｇ
／ｍ2、更に好ましくは３０～１００ｇ／ｍ2である。
　高坪量部４１の厚みＴ４１と低坪量部４２の厚みＴ４２との比（Ｔ４１／Ｔ４２）は、
好ましくは１～２０、更に好ましくは１．５～１０である。
　高坪量部４１の厚みＴ４１は、好ましくは０．５～１０ｍｍ、更に好ましくは１～８ｍ
ｍであり、低坪量部４２の厚みＴ４２は、好ましくは０．１～５ｍｍ、更に好ましくは０
．２～３．０ｍｍである。
　高坪量部４１は、面積５０ｃｍ2当たり２５～４５ｃｍ2、特に３０～４５ｃｍ2形成さ
れていることが好ましい。
【００９１】
　凹凸形状を有する吸収性コア４０Ａは、この種の吸収性物品の吸収性コアの製造方法と
同様に、公知の積繊装置を用いて製造することができる。積繊装置は、通常、外周面に集
積用凹部を有する回転ドラムを備え、回転ドラムを回転させつつ、その外周面に吸収性材
料を飛散状態にて供給し、吸収性材料を集積用凹部の底面からの吸引により集積用凹部内
に積繊させ、この集積用凹部内の積繊物を、集積用凹部に対向配置させた吸引手段からの
吸引により集積用凹部から離型して、吸引手段上に転写する装置である。斯かる構成の積
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繊装置において、集積用凹部の通気性の底面の一部に非又は難通気性部材を配置する等し
て、該底面の一部を非又は難通気性部とすることにより、吸収性材料の積繊時に該非又は
難通気性部に吸収性材料が積繊し難くなり、該非又は難通気性部における吸収性材料の積
繊量は、該底面の他の部位に比して少なくなる。従って、このような、集積用凹部の底面
の一部が非又は難通気性部となっている回転ドラムを備えた積繊装置を用いて常法に従っ
て吸収性コアを製造することにより、該非又は難通気性部に対応する部位が低坪量部４２
（４２Ｘ，４２Ｙ）、該底面の他の部位に対応する部位が高坪量部４１となり、凹凸形状
を有する吸収性コア４０Ａが得られる。
【００９２】
［液透過性シート］
　液透過性シート９としては、当該技術分野において表面シートと吸収体との間に介在配
置される種々のシートを用いることができ、例えば、湿式抄紙により得られた紙；カード
法により製造された不織布、エアスルー不織布、スパンボンド不織布、メルトブローン不
織布、スパンレース不織布及びニードルパンチ不織布等の種々の不織布等を用いることが
できる。これらの不織布には、界面活性剤等の親水化剤を用いた親水化処理が施されてい
ても良い。液透過性シート９の坪量は、液透過性の観点から、好ましく５～５０ｇ／ｍ2

、更に好ましくは１０～３０である。
【００９３】
［裏面シート等］
　おむつ１における前述した肌側構成部材（コアラップシート、表面シート、吸収性コア
、液透過性シート）以外の他の構成部材としては、当該技術分野において従来用いられて
いるものを適宜用いることができる。裏面シート３としては、例えば、透湿性を有しない
樹脂フィルムや、微細孔を有し、透湿性を有する樹脂フィルム、撥水不織布等の不織布、
これらと他のシートとのラミネート体等の各種液不透過性ないし撥水性のものを用いるこ
とができる。また、サイドシート６としては、裏面シート３と同様のものを用いることが
できる。
【００９４】
　以上、本発明をその好ましい実施形態に基づき説明したが、本発明は前記実施形態に制
限されない。例えば、前記実施形態では、２枚のコアラップシート５Ａ，５Ｂを用いて吸
収性コア４０を被覆していたが、図９に示すように、１枚のコアラップシート５Ａのみを
用いても良い。その場合、吸収性コア４０を被覆する１枚のコアラップシート５Ａは、吸
収性コア４０の幅方向Ｙの長さの２倍以上３倍以下の幅を有している。図９に示す吸収体
４Ａは、この１枚のコアラップシート５Ａの幅方向Ｙの中央部に吸収性コア４０を載置し
、その幅方向Ｙの両側部を吸収性コア４０の上面側に折り返し、その両側縁部どうしをホ
ットメルト型接着剤等の公知の接合手段により接合して該シート５Ａを筒状に形成し、上
下反転させて得られる。
【００９５】
　また、前記実施形態では、本発明の吸収性物品の適用例の一つとしていわゆる展開型の
使い捨ておむつを挙げたが、予めパンツ型に成形されたパンツ型の使い捨ておむつの他、
生理用ナプキン、パンティライナー（おりものシート）、失禁パッド等にも適用すること
ができる。前述した一の実施形態のみが有する部分は、すべて適宜相互に利用できる。
【実施例】
【００９６】
　以下、本発明を実施例により更に具体的に説明するが、本発明は斯かる実施例に限定さ
れるものではない。特に断らない限り、「％」は「質量％」を意味する。
【００９７】
〔実施例１〕
　図１及び図２に示すおむつ１と同様の基本構成を有する展開型の使い捨ておむつを作製
し、これを実施例１のサンプルとした。
　表面シートとしては、実質的に凹凸を有していない平坦型表面シートとして、坪量２０
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ｇ／ｍ2のエアスルー不織布を用いた。
　裏面シートとしては、坪量２５ｇ／ｍ2の液不透過性且つ透湿性のポリエチレン製樹脂
フィルム（炭酸カルシウム配合）を用いた。
　吸収性コアとしては、実質的に凹凸を有していない平坦型吸収性コアとして、繊維集合
体に粒子状の吸水性ポリマー（ＳＡＰ）を保持させたもので、フラッフパルプ１７０ｇ／
ｍ2と吸水性ポリマー２６０ｇ／ｍ2との均一混合物からなる総坪量４３０ｇ／ｍ2の吸収
性コアを用いた。この吸収性コアの長手方向の全長は３６０ｍｍ、幅方向の全長（最大長
さ）は１１０ｍｍであった。
　コアラップシートとしては、下記方法により製造した２層構造の吸収紙（前記特定吸収
紙）を用いた。
【００９８】
〔実施例１で用いたコアラップシートの製造方法〕
　親水性嵩高繊維及びパルプ繊維を、両繊維の含有質量比（親水性嵩高繊維／パルプ繊維
）が８／２となるように混合して繊維の集合体を得、該集合体を水中に均一に分散させて
、繊維濃度２質量％のスラリー（紙料）を調製し、第１層用スラリーとした。
　また、パルプ繊維（繊維粗度０．１０～０．２０ｍｇ／ｍの特定パルプ繊維）を水中に
均一に分散させて、繊維濃度２質量％のスラリー（紙料）を調製し、該スラリーを叩解機
にかけて、特定パルプ繊維のフリーネスを６００ｍｌに調整し、更に、湿潤紙力増強剤と
してＰＡＥを、該スラリー中の全繊維の乾燥質量に対して０．８質量％投入し、各成分が
均一になるように十分に撹拌し、固形分濃度０．１質量％の第２層用スラリーを調製した
。
　前記第１層用スラリー及び前記第２層用スラリーを、それぞれ、ワイヤー目開き径９０
μｍ（１６６メッシュ）の金網抄紙ワイヤー上に散布し、金網抄紙ワイヤー上に紙層を形
成させ、サクションボックスを用いて６ml／（cm2・sec）の速度で該紙層を脱水した後、
第１層用スラリーから得られた湿潤状態の第１紙層と第２層用スラリーから得られた湿潤
状態の第２紙層とを、湿潤状態のまま重ね合わせ、引き続きこれを圧搾脱水し、更にドラ
イヤーで乾燥させ、乾燥面からドクターブレードで紙層をはがしながら、ドライヤーと巻
き取りの速比をつけてクレープを付与した。尚、前記第１紙層と前記第２紙層とを重ね合
わせる前に、該第１紙層を、乾燥紙力増強剤としてのＰＶＡの５質量％水溶液中に浸漬さ
せることにより、第１層に乾燥紙力増強剤を含有させた。こうして得られた２層構造の吸
収紙（クレープ紙）を実施例１のサンプルとした。
【００９９】
〔実施例２〕
　表面シートとして、図６及び図７に示す表面シート２Ａと概ね同様の構成の凹凸型表面
シートを用いた以外は実施例１と同様にして展開型の使い捨ておむつを作製し、実施例２
のサンプルとした。実施例２で用いた凹凸型表面シートは、ＰＥＴを芯部、ＰＥを鞘部と
する芯鞘型複合繊維１００質量％からなる平坦状のエアスルー不織布を原反として用い、
公知の加工装置によりこの原反に凹凸形状を付与して製造した。実施例２で用いた凹凸型
表面シートは、坪量３０ｇ／ｍ2、凸部の高さ（図７のＬ１に相当）４．０ｍｍ、該凸部
の最大径（図７のＬ２に相当）３．０ｍｍであった。
【０１００】
〔実施例３〕
　吸収性コアとして、図８に示す吸収性コア４０Ａと概ね同様の構成の凹凸型吸収性コア
を用いた以外は実施例２と同様にして展開型の使い捨ておむつを作製し、実施例３のサン
プルとした。実施例３で用いた凹凸型吸収性コアは、繊維集合体に粒子状の吸水性ポリマ
ーを保持させたもので、フラッフパルプ１７０ｇ／ｍ2と吸水性ポリマー２６０ｇ／ｍ2と
の均一混合物からなる総坪量４３０ｇ／ｍ2の吸収性コアであり、長手方向の全長は３６
０ｍｍ、幅方向の全長（最大長さ）は１１０ｍｍであった。また、実施例３で用いた凹凸
型吸収性コアは、高坪量部と低坪量部との坪量比（高坪量部／低坪量部）５．２、高坪量
部の坪量５２０ｇ／ｍ2、低坪量部の坪量１００ｇ／ｍ2、高坪量部と低坪量部との厚み比
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であり、高坪量部は、面積５０ｃｍ2当たり４０ｃｍ2形成した。
【０１０１】
〔実施例４〕
　図５に示すおむつ１と同様の基本構成を有する（表面シートと吸収体との間に液透過性
シートを有する）展開型の使い捨ておむつを作製し、これを実施例４のサンプルとした。
液透過性シートとして、坪量２５ｇ／ｍ2のエアスルー不織布を用いた。実施例４の使い
捨ておむつは、液透過性シートを有している点以外は、実施例１の使い捨ておむつと同じ
である。
【０１０２】
〔比較例１〕
　コアラップシートとして下記方法により製造した単層構造の吸収紙（クレープ紙）を用
いた以外は実施例１と同様にして展開型の使い捨ておむつを作製し、比較例１のサンプル
とした。
【０１０３】
〔比較例１で用いたコアラップシートの製造方法〕
　ＮＢＫＰを水中に均一に分散させて、繊維濃度２質量％のスラリー（紙料）を調製し、
このスラリーを叩解機にかけて、ＮＢＫＰのフリーネスを７００ｍｌに調整した。更に、
このスラリーを希釈しながら、湿潤紙力増強剤としてＰＡＥを、スラリー中の全繊維の乾
燥質量に対して０．７８質量％投入し、各成分が均一になるように十分に撹拌し、固形分
濃度０．１質量％のスラリーに調整した。こうして得られたスラリーを、ワイヤー目開き
径９０μｍ（１６６メッシュ）の金網抄紙ワイヤー上に散布し、金網抄紙ワイヤー上に紙
層を形成させ、サクションボックスを用いて６ml／（cm2・sec）の速度で該紙層を脱水し
た後、該紙層をドライヤーで乾燥させ、乾燥面からドクターブレードで紙層をはがしなが
ら、ドライヤーと巻き取りの速比をつけてクレープを付与した。こうして得られた単層構
造の薄葉紙（クレープ紙）を、比較例１でコアラップシートとして用いた。尚、下記表１
及び表２では、この単層のコアアラップシートの該単層の組成等を、第１層の欄に記載し
た。
【０１０４】
〔比較例２〕
　表面シートとして、実施例２で用いた凹凸型表面シートと同じものを用いた以外は比較
例１と同様にして展開型の使い捨ておむつを作製し、比較例２のサンプルとした。
【０１０５】
〔比較例３〕
　吸収性コアとして、実施例３で用いた凹凸型吸収性コアと同じものを用いた以外は比較
例１と同様にして展開型の使い捨ておむつを作製し、比較例３のサンプルとした。
【０１０６】
　下記表１中、繊維の欄における数値（質量％）は、第１層又は第２層中の全繊維に占め
る当該繊維の割合（質量基準）を意味し、繊維以外の成分（添加剤）の欄における数値（
質量％）は、第１層又は第２層中の全繊維の乾燥質量に対する当該成分の割合（質量基準
）を意味する。また、下記表１中の各成分の詳細は次の通り。
・親水性嵩高繊維：繊維粗度０．３２ｍｇ／ｍのＨＢＡ。
・パルプ繊維：繊維粗度０．１５ｍｇ／ｍのＮＢＫＰ（商品名「Cariboo」、Cariboo Pul
p and Paper Company製）。
・特定パルプ繊維：繊維粗度０．１５ｍｇ／ｍのＮＢＫＰ（商品名「Cariboo」、Cariboo
 Pulp and Paper Company製）（前記パルプ繊維と同一の繊維）。
・乾燥紙力増強剤：ＰＶＡ（クラレ株式会社製、商品名「ＶＰＢ１０７－１」）。
・湿潤紙力増強剤：ＰＡＥ（星光ＰＭＣ株式会社製、商品名「ＷＳ４０３０」）。
【０１０７】
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【表１】

【０１０８】
〔評価〕
　実施例及び比較例の各サンプル（使い捨ておむつ）について、各構成部材の液透過時間
を前記方法によって測定し、液戻り量を下記測定方法によって測定した。それらの結果を
下記表２に示す。
【０１０９】
＜液戻り量の測定方法＞
　使い捨ておむつを平面状に拡げ、表面シートを上に向けて水平面上に固定した状態で、
吸収体の中心部における該表面シート上に人工尿４０ｇを注入して吸収させ、１０分間放
置し、更に人工尿４０ｇを注入して吸収させた。斯かる人工尿の注入操作を５回繰り返し
、合計２００ｇの人工尿をおむつに吸収させた。次いで、おむつにおける人工尿の吸収部
位上にＴｏｙｏ　Ｒｏｓｈｉ　Ｋａｉｓｈａ，Ｌｔｄ製の４Ａろ紙２０枚重ね、更にその
上に荷重を１０分間加えて、おむつに吸収させた人工尿をろ紙に吸収させた。荷重は３０
ｃｍ×１５ｃｍの面積に６ｋｇが加わるようにした。１０分経過後荷重を取り除き、人工
尿を吸収したろ紙の重量を測定した。この重量から人工尿吸収前のろ紙の重量を差し引き
、その値を液戻り量とした。液戻り量が少ないほど、吸収体（吸収性コア）の利用効率が
高く高評価となる。
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【０１１０】
　人工尿の組成は次の通り。尿素１．９４質量％、塩化ナトリウム０．７９５４質量％、
硫酸マグネシウム（七水和物）０．１１０５８質量％、塩化カルシウム（二水和物）０．
０６２０８質量％、硫酸カリウム０．１９７８８質量％、ポリオキシエチレンラウリルエ
ーテル０．００３５質量％及びイオン交換水（残量）。
【０１１１】
【表２】

【０１１２】
　表１及び２に示す通り、２層構造のコアラップシートを用い且つ各層の液透過時間が前
記関係（Ｔ３＞Ｔ４＞Ｔ１≧Ｔ２あるいはＴ３＞Ｔ４＞Ｔ１≧Ｔ５≧Ｔ２）にある実施例
１～４は、単層構造のコアラップシートを用いた比較例１～３に比して、液戻り量が少な
かった。また、表面シートとして凹凸型表面シートを用いた実施例２及び３は、平坦型表
面シートを用いた実施例１及び４に比して、液戻り量が少なかった。以上のことから、液
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造のコアラップシートを用い、且つ表面シート、該コアラップシート及び吸収性コアそれ
ぞれの液透過時間が前記関係にあることが重要であり、また、該表面シートが、着用者の
肌側に向けて突出する凸部と該凸部に隣接する凹部とをそれぞれ多数有していると、より
好ましい結果が得られることがわかる。
【符号の説明】
【０１１３】
１　使い捨ておむつ（吸収性物品）
２，２Ａ，２Ｂ，２Ｃ　表面シート
２ａ　表面シートの肌対向面
２ｂ　表面シートの非肌対向面
２１　表面シートの凸部
２２　表面シートの凹部
２３　表面シートの上層
２４　表面シートの下層
２５　表面シートの空間
３　裏面シート
４，４Ａ　吸収体
４０，４０Ａ　吸収性コア
４０ａ　吸収性コアの肌対向面
４０ｂ　吸収性コアの非肌対向面
５Ａ，５Ｂ　コアラップシート
５１　コアラップシートの第１層
５２　コアラップシートの第２層
９　液透過性シート
【図１】 【図２】

【図３】
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【図７】

【図８】

【図９】
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